














Correct Information Transfer for Deaf/Hearing Impaired 









































































































































































































































































































































































（５） 新しい ICT の利用と施設環境の整備
　ICT の発達は、情報保障の質を上げている。最近よく使われているのは、複数のパソコンを
つないで、支援者たちが、交代で打ち込み、連続してスムーズに画面に映し出すためのソフト
（IPTalk、まあちゃん等 ) である。英語圏では C-print や TypeWell 等、スペリングの途中まで打
ち込むとそのあとを予想してくれるソフトも使われている。アクティブ字幕というものもある
























時に見ることができる。普通支援者が聴覚障害をもつ学生の両隣にすわって、10 分～ 15 分ご
とに交互にノートテークをするのであるが、左にすわったテーカーの文字は書き手の手が邪魔
になって見えにくいこともあり、スクリーンに文字が映し出されればその点でも見やすくなる。
パソコンはそのままプロジェクターに接続し、ノートテークの場合もＯＨＰやパソコンにつな
げる筆記具を使い、スクリーンに映し出すことは可能である。但し、学生たちの手元が見えな
いほど教室を暗くすることはできないので、いくつかのプロジェクターを比較して、鮮明に映
り、持ち運べるコンパクトなプロジェクターを選定した。スクリーンも持ち運びが簡単で安定
がよく、高さの調節が自由なものをそろえ、試行した。設置の時間を考えると、それぞれの教
室に常備してあることが望ましい。せめて複数の教室に常備することを目指すべきと感じた。
もちろんパソコン速記やノートテークの技術があってこそである。多くの関連科目と結びつけ、
実習として訓練を取り入れ、さらに自習も奨励しなければならない。
（６）手話通訳と手話で教育を受ける権利
　障害者の権利条約でも謳われているように、ろう者には手話を自己の言語として獲得する権
利があり、手話で教育を受ける権利もある。手話通訳は音声言語をほぼ同時に視覚言語に変換
する最も有力な方法である。しかし、聴覚障害をもつ学生の中には手話を知らない学生も多い
し、大学の授業を手話通訳にできるだけの手話の技術と語彙の内容理解ができる人材の確保は
むずかしい。特に手話はその場で消えてしまうし、理解できる人が多くないので、その質の保
証も難しい。大きなエラーがあっても誰にも気づかれず、通り過ぎてしまうことも多い。手話
についても予算と人材の確保が必須である。
　さらに言えば、通訳を介さずに、手話を母語とする講師の講義を聴き、手話で質問をしたり、
手話での双方向型の授業に参加できることが、真にろう者の言語権を守るということである。
情報保障の技術向上・環境整備と同時にろう児が手話を獲得する機会を与え、ろう者が手話で
教育を受けることを実現していかなければならない。
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終わりに
　以上のようにこれまでの筆者の研究をふりかえり、2008 年度の研究の成果として、情報保
障に関わる三つの役割ごとのマニュアル及び個別支援プランの作成を提案し、情報保障に必要
な頻出語彙集、略語の作成、手話辞書の作成について報告した。さらに 2008 年度の新たな展
開として、特別支援学校教職課程の中での情報保障教育、学士教育の中のコミュニケーション
力としての情報保障の位置づけ、教養教育から社会福祉教育、そしてキャリア教育の連携の中
での情報保障の意味、ＩＣＴの情報保障への貢献発達の影響についてまとめた。
　情報保障はノートテーカー・パソコン速記者・手話通訳者等支援者の理解と技術、利用者の
言語とそのバリアを越える意味や技術の理解、そして講師の協力のすべてが得られなければ成
功しない。本研究ではそのすべての立場からの意見を吸い上げて、三者それぞれのマニュアル
を作成することを目指した。利用者の多様性を考えると、利用者個人の状況を把握し、個別の
支援プランを立てることが重要である。情報保障の質を高めるためには、重要な語彙を利用者・
支援者双方がよく理解し、その略号なども規則化し、また手話訳を表した手話辞書を作成する
ことが必須である。さらに利用者・支援者・講師のすべてが、情報保障に有益な ICT の使い
方に精通することも必要である。また情報保障の支障になる環境を改善する機器・環境の整備
も必要である。
　以上のようなことを学ぶことは、福祉を学ぶ学生にとっては、学士教育になり、教養教育に
なり、社会福祉教育にもなるのである。また実際に支援することは、福祉を目指す学生の絶好
のアクティブラーニングの機会でもある。ジェネリック・ソーシャルワークの展開とともに、
また認知科学や文化論を応用した新しい障害の捉え方とともに、情報保障の開発は新たな展開
を見せている。
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